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和島村、栃尾市、与板町、川口町と合併し、人口269，920人（2019（平成31）










（ 3）　長岡市史編集員会・現代史部会編（1992）『グラフにみる長岡の現代』13p 長岡市史双書 
No.21、長岡市















































らに 7月20日の朝 8時には模擬原子爆弾（9）が投下され 4名の死者が発生した。


































































種別 商業施設 工業施設 住宅施設 文化娯楽施設 官公署建物 神社仏閣 その他建物 合計
区別 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％ 数 ％
無被害 207 9 113 33 2，619 22 10 31 123 64 26 26 19 14 3，137 20．7
被害 2，099 91 1，261 67 9，329 78 22 69 68 36 82 82 115 86 11，986 79．3
被害アルモ使用
可能ノモノ
114 5 8 2 74 1 - - 3 1 2 2 33 25 234 1．6
被害ノタメ使用
不可能ノモノ
1，985 86 253 65 9，255 77 22 69 65 35 80 80 82 61 11，752 77．7































































































　新都市の道路拡張面積は在来の 2倍、また緑地帯は 3倍、公園は 3倍とな
る。このため以上の面積は市街地の 4割を占めることになり、非住宅地の比率











































































































































































































































































































































































































































































































































































































名前 得票数 党派 属性 支持連合
































名前 得票数 党派 属性 支持連合
内山由蔵 28，389 無所属 事業家 共産党、社会党、一部
財界人



















施行令の定めるところにより、土地区画整理事業費 8 /10、街路事業費 3 / 4、
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表 3　土地区画整理事業国庫補助率の変遷（97）
年度 事業種 補助率 備考










































































































（昭和21）年から1948（昭和23）年の間、補助率 1 / 3と他の事業に比べて相対
的に低く設定されている。これはつまり、残りの費用 2 / 3の費用を地元の県・
市でそれぞれ負担率を割当てて費用を工面しなければならず、当初の県が示し
たように、県がそのうちの 2 / 3（県負担金＝総事業費 2 / 3 × 2 / 3 ＝ 4 / 9）
を負担したとしても市はそのうちの 1 / 3（市負担金＝総事業費 2 / 3× 1 / 3＝
2 / 9の費用を負担せねばならない。一方、土地区画整理事業の場合は国庫補















（105）　『北越タイムズ』1948（昭和23）年 9月 9日、『長岡新聞』1948（昭和23）年 9月20日
















































































り 2 / 3の国庫補助で戦災復興事業の清掃、整地、街路整備事業、公共空地整
備事業等、戦災復興関係の事業実施に利用することができるようになった（120）。
（116）　中島高志（1998）「戦災復興土地区画整理事業」『新都市』第52巻 7号、15p、都市計画協会





























































































































































（142）　『新潟日報』1951（昭和26）年 8月 1日、1952（昭和27）年 2月26日
（143）　『新潟日報』1952（昭和27）年 7月 5日
（144）　長岡市（1991）『戦災都市の復興』40p



































































総事業費 1，718，873 5，048，569 8，568，000 14，450，000 28，795，000
補助基本額 1，718，873 5，048，569 8，568，000 14，410，000 28，595，000
国庫補助金 1，288，651 3，821，855 6，046，400 70，070，000 14，297，500
一般歳入 205，544 6，701，250
起債 516，000
都市計画税 268，815 807，809 1，121，733 46，111，251 730，000
長岡市負担金 143，407 388，905 753，867 2，433，335 6，866，250
宮内町負担金
瓦斯会社分負担金 30，000 130，000 40，000 2，000，000





総事業費 40，832，000 54，130，000 46，150，000 26，985，000 18，221，000
補助基本額 38，632，000 54，000，000 46，000，000 26，985，000 18，221，000
国庫補助金 19，316，000 27，000，000 23，000，000 13，492，500 9，110，500
一般歳入 11，258，000 13，565，000 11，575，000 3，644，200
起債 6，746，250
都市計画税
長岡市負担金 9，676，000 13，053，000 11，043，000 6，746，250 5，446，300
宮内町負担金 382，000 382，000 382，000






1947（昭和22） 58 385，000 40 17 1
1948（昭和23） 56 1，009，000 36 16 4
1949（昭和24） 313 5，820，000 226 87 ― 堅牢建物 1戸
1950（昭和25） 647 10，321，000 636 11 ― 堅牢建物 2戸、他に無補償186戸
1951（昭和26） 801 10，225，000 780 21 ― 堅牢建物 2戸、他に無補償186戸
1952（昭和27） 1，127 23，614，000 1，014 113 ― 堅牢建物 4戸、他に無補償55戸
1953（昭和28） 281 5，466，000 238 43 ― 他に無補償70戸
1954（昭和29） 17 249，000 13 4 ―
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のあるものとみなすかは定かではないし、それらは時代と事情によって変わる
だろうが、その時に真っ当であると思われる論拠、あるいは具体的な事業を提
示し、関連の予算を獲得しようとするということもまた、個別の自治体の目標
達成においては重要なものと言えるのではないだろうか。
　なお、このように長岡市の戦災復興の過程においては、国や県からといった
外部からの人的資金的協力も大きかったとみることができる一方で、長岡市側
の各種アクターの自律的な判断といったものも様々な面で垣間見ることができ
た。それについては、1948（昭和23）年という土地区画整理事業の計画が進め
られる早期の段階で、地権者側の意向をくみとり公園緑地の縮小と減歩率の減
少という計画の変更がなされたこと、1949（昭和24）年～1950（昭和50）年に
かけては博覧会の開催を市側で企画し、失業対策事業を戦災復興事業と博覧会
開催を目指した地域の整備事業に充てたことや、戦災復興事業を優先して小学
校や市庁舎建設を後回しにしていったことなどからもそのように判断すること
ができる。
　このような長岡市の戦災復興の過程から、政策の発想や選択が地域内の関係
アクターから発生した「内発性」、その内発的発想を外部の資源を用いて遂行
する政策運営の実態としての「依存」の体制、すなわち内発的依存体制の形成
を捉えることができたと考えている（152）。なお、これは内発的発展論としても、
その実情を踏まえて発生しうる姿を示したといえよう。
 ―みのわ　まさとし・東洋大学法学部准教授―
（152）　なお、本稿では、必ずしもこの「依存」という言葉を否定的に用いているのではない。むしろ、
それによって自分たちの意向に沿う形でうまく資源を獲得できているということであれば、むし
ろ賢い行動と考えられるためである。
128
戦災復興を契機とした内発的依存体制の形成〔箕輪　允智〕
